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仕事の満足度や仕事に対す認識が近年
（2011 ～ 2018年）どのように変化してい
るのかをみてみた。
　仕事の満足度は、過去８年間、満足
の回答割合は上昇していないものの、不
満の回答割合が基調的に緩やかながら
低下し、全体としては緩やかながら改善
基調にあったとみられる。JILPT（2018）
では、男性・正社員の職業生活全体の
満足度が2007～2014年に上昇していた
としており、その動きがこれまでのとこ
ろ継続していたとみられる。
　しかし、仕事に対する認識のうち、
仕事満足度に影響力が強いとみられる
先の3点についてみると、「仕事に働きが
いを感じている」と「職場の人間関係が
よい」に対する認識は、緩やかながらも
悪化基調の動きだ。また「職業能力や 
キャリアを高めるための機会や支援があ
る」に対する肯定的な回答割合は1/3と、
依然その水準は相対的に低い。仕事満
足度の向上に向けて、業務・人材マネジ
メント等の面で引き続き取り組むべき課
題が見えてこよう。この他では、「精神
的に過度なストレスがない」に対する認
識が改善傾向を続けているが、「家計を
まかなえる賃金・処遇条件である」に対
する認識は悪化基調で推移している。
　働く生活者も、長時間労働の是正か
ら生まれる時間を有効に使うことが大事
なのは言うまでもない。休息、家事・家
族団らん、趣味・旅行・地域活動、等 。々
さらに自分の能力を高める自己啓発や
学び直しに取り組む場合は、より直接的
に人的資本の向上を通じて労働生産性
の向上につながることが期待される。こ
のため、従業員の自己啓発等に対して、
企業が教育訓練との連携や支援など何
らかの形で関わることも重要だろう。そ
れは、従業員の仕事満足度を高める上
でも有効なはずである。

長時間労働の是正に向けた新たな制
度がスタートした。労働者の心身の健
康を守るとともに、多様なワーク・ライ
フ・バランスを実現することが期待され
ている。
　現下の政策課題である生産性向上と
の関係においても、長時間労働の是正
により、仕事の満足度が向上し、モチ
ベーションの高まりによるプラス効果を
期待したいところであろう。仕事の満
足度は、1980年代半ばあたりから2000
年代初頭にかけて低下してきたとみら
れている。国際比較でも日本は低い。
　仕事満足度と生産性との関係につい
ては、いくつかの実証研究によって従
業員の仕事満足度が高い企業ほど生
産性が高いという関係が示されている。
日本の労働生産性が欧米先進国の中
で低いのは、仕事満足度の低さが関係
しているのではないかとの見方もある。
　一方、労働時間と仕事満足度との関
係は、単純ではないようだ。両者の間
に有意な関係は認められないとする実
証研究は少なくない。連合総研「勤労
者短観」調査の男性・正社員・20－54
歳のデータをみると、労働時間が長い
人達では、生活全般の満足度は、不
満割合が上昇し、満足割合が低下する。
これに対し、仕事の満足度は、不満
割合が同じく上昇するが、満足割合は
あまり低下しない（どちらでもないとの
回答割合は低下）。仕事満足度の決定
要因には、賃金と労働時間だけでなく、
実際にはむしろそれらよりも影響力のあ
る判断要素が存在していると理解する
ことができる。例えば、 JILPT（2018）
の分析1によれば、職業生活全体の満
足度に対して、①やりがいのある仕事
に従事、②職場の人間関係が良好、③
スキルアップの機会の存在の3点が、中
でも影響力が相対的に強いとの結果を
得ている。
　そこで、「勤労者短観」のデータによ
り、男性・正社員・20－54歳について、

月から、残業時間の上限規制や
年次有給休暇の取得義務など、４

１ �JILPT（2018）「厚生労働省『多様化調査』の再
集計・分析結果－雇用の多様化の変遷（その
4）／平成15・19・22・26年調査－」
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　 視　点

本特集では労働審判法制定15年を契機に同制度の
課題と今後の展望について、異なる立場の4人の有識
者に論じていただいた。

労働審判制度は、裁判官である労働審判官と労働関
係につき専門的知識経験を有する2名の労働審判員か
ら構成される労働審判委員会が、3回以内の期日にお
いて、個別紛争について調停による解決を試み、調停
が成立しない場合には労働審判を行う非訟事件手続で
ある（労働審判法１条）。労働審判制度は1999年に開
始した一連の司法制度改革の流れの中で創設されたも
のであるが、専門委員制度の導入などにより適正な解
決が迅速に図られているとして、司法制度改革の中で
最も成功した制度であると言われている。本特集の論
者も一様に同制度を高く評価しつつ、各々の見地から
課題を提起している。

労働審判制度に固有の課題としては、①審判事例お
よび調停条項の収集・公開の必要性（木下、田村）、②
代理人弁護士の研修の必要性（木下、田村）、③訴訟代
理の幅広い活用の必要性（浜村、田村）、④労働審判の
対象範囲にかかる課題（浜村、徳住、木下）等が挙げ
られた。

労働審判は非公開を原則としており（同法16条）、
労働審判例等は公表されていない。①に関し木下論文
は、労働審判は7割以上が調停で解決される中、調停
成立に向けて実務では調停条項に様々な工夫がされて
いるが、事例の公開がなされないため弁護士は各々の
経験値により対応していることを指摘する。また、田
村論文は、多発する労働紛争を予防する効果がある点
からも、労働審判の代表的事例を広く周知することが
重要であるとする。

労働審判では弁護士選任事件が大多数を占める。浜
村論文、田村論文は、迅速な争点整理と短期集中的審
理を行うために弁護士を立てることの必要性を認めつ
つも、弁護士依頼のコストの高さが、資力のない労働
者が労働審判を利用することへの障壁となっている課
題を挙げ、補佐人の活用など本人申立てに対する支援
制度の整備とともに、③組合の専従者などを代理人と
認める許可代理制度（同法4条1項但書）の幅広い活用
を提唱する。

④労働審判の対象範囲については、期日の限定（同
法第24条１項）による事実上の制約可能性が問題とな
る。裁判所は制度導入当初、（複数人の）整理解雇、残
業代請求、セクハラ、労災等について、事案が複雑で
短期間での処理が困難であるとして労働審判申立を控
えるように指導していた。この点について徳住論文は、

今日ではこれらの類型の案件にも同制度が大いに利用
されており、さらに事実認定や使用者の業務指示・命
令との関連による違法性判断等が難しいパワハラ事案
も、今後、事案や判断基準の集積や審理の習熟により
十分対応可能であるとする。木下論文は、理論的に複
雑な「同一労働同一賃金」をめぐる事件や、加害者個
人と使用者企業を同時に相手方とするハラスメント事
案（同法1条は労働審判の対象を「個々の労働者と事
業主との間に生じた」紛争と規定）の増加が今後予想
されるとして、法律改正も視野に、労働審判制度のさ
らなる発展を検討すべきとする。

労働審判制度にとどまらず我が国の個別労働紛争解
決システム全体に及ぶ課題も提起された（浜村、徳住）。
労働審判の事件数については、制度創設時は年間
1500件程度と想定されていたが年々増加し、近年
3500件前後で推移しており、労働関係民事通常訴訟
事件数も制度創設以降減少していない。このため同制
度には新たな事件の掘り起こし効果もあったと評価さ
れている。しかし行政型の個別労働紛争解決システム
である総合労働相談件数を見ると、10年連続100万件
を超え、うち民事上の個別労働紛争相談も25万件前後
で推移している。浜村論文、徳住論文は、現状の労働
審判事件数は、比較法的にも少なすぎることを指摘し、
我が国において司法救済を受けられない労働者が相当
数潜在していることに目を向けるべきであるとする。
そして方策の一つとして、行政型システム（相談、助言・
指導、あっせん）と司法型システム（通常訴訟、仮処分、
労働審判）の連携強化を挙げ、さらに浜村論文は、個
別労働紛争処理システムの展望として、むしろ行政型
システムのあり方を検討すべきとする。

個別労働紛争増加の背景としては、紛争の予防機能
が弱まっていることも指摘されている。本来、労働者
と使用者との紛争は、労働の現場において解決が図ら
れることが経済面、精神面の負担からみても望ましい。
しかし、長期雇用システムへの信頼が揺らいでいるこ
とや、組合組織率の低下等により労使協議の事前の利
害調整機能が縮小傾向にあることなどから、近年、企
業内紛争解決システムの整備を図る必要性が高まって
いると言われている。

個別労働関係紛争解決促進法制定から18年、労働審
判法制定から15年が経過し、この間労使関係を取り巻
く状況にも変化が生じている。企業内紛争解決システ
ムを含め、我が国の個別労働紛争解決制度全体のあり
方について、あらためて検討すべき時期を迎えている
といえよう。　　　　　　 （主任研究員　金沢紀和子）

労働審判法制定15年－個別労働紛争解決の現状と課題
〈特集解題〉
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はじめに
　1990年代から労働法学界で盛んになされた
個別労働紛争処理システムに関する議論は、
2000年に入って個別労働関係紛争解決促進
法（2001年）と労働審判法（2004年）の制定
をもって一応の完結を見た。後で見るように、
前者に基づく都府県労働局総合労働相談セ
ンターの相談件数は、2002年に62万5572件だ
ったものが、2008年以降は10年連続100万件
を超えており、後者の労働審判の新受件数も
2009年以降は3000件台で推移しているから、
この2つの紛争処理制度は数値の上では相応
の成果を上げていると評価できる。
　とはいえ、後者の労働審判制度が導入され
てから約15年経過した今日、それが当初期待
された通りの紛争解決機能を果たしているの
か、不十分だとすれば一体どこに問題がある
のか、といった点について、分析・検討して、
今後の制度のあり方をあらためて展望すべき
時期を迎えているといえよう。とりわけ、労
働審判の新受件数がこの約10年間3000件台
で頭打ちとなっている現状は、けっして満足
のできる状態とはいえまい。
　そこで、本稿では、労働審判制度が導入さ
れるまでの経緯とその意義を簡単に整理して
から、労働審判制度における紛争処理の実情
を見たうえで、労働審判制度の抱える課題を
析出して、今後あるべき姿を展望してみるこ
とにしたい。

１．�個別労働紛争処理システムにおける労
働審判制度の意義

　（１）労働審判制度が設置されるまでの経緯

　2004年に労働審判制度が導入（2006年施
行）された経緯をみると、一種の神風が吹い
た結果だといってよいかもしれない。という
のは、それに先立つ1990年代の個別労働紛争
処理システムをめぐる議論は、労働調停の導
入論議を別とすれば、労働委員会等を念頭に
置いた行政型紛争処理システムを中心に議論
されていたからである。それは結局、2001年
個別労働関係紛争解決促進法の制定に結実
するが、本来取締機関である厚労省都道府県
労働局が個別労働民事紛争も管轄するという
形で決着をみたことは、必ずしももろ手を挙
げて歓迎されたわけではなく、むしろ強い疑
義を生じさせたことは否定できない。
　ところが、2000年代に入って規制緩和路線
が政策的主流となる中で、司法制度改革審議
会が設置され、司法制度改革の本格的議論
が開始されるや否や、議論の様相が大きく変
わることになった。それまでの議論において
到底無理と思われた労働裁判制度の導入論
議がにわかに始まったからである。そして、
司法制度改革審議会意見書の唱える「国民の
期待に応える司法制度＝司法への国民参加」
の一環として労働審判制度の導入に向けた議
論が本格的に開始され、紆余曲折の議論を経
ながらも、2004年に労働審判法が成立するに

労働審判制度の
課題と展望
浜村　彰

（法政大学法学部教授）
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資料出所　最高裁判所事務総局行政局「労働関係民事・行政事件の概況」（法曹会『法曹時報』）
注1 2017年は速報値。
注2 労働審判制度は、個別労働紛争について、裁判所において労働審判委員会が審理し、適宜調停を試み、調停が

まとまらなければ、事案の実情に応じた解決をするための判断（労働審判）を行う制度。
2006年4月に始まったもので、同年の労働審判事件数は4月から12月までのもの。
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いたった。

（２）�労働審判制度の意義と特徴

　労働審判制度が導入されたからといって、
従来の都道府県労政主管事務所の労働相
談・あっせんサービスや厚労省都道府県労働
局の総合労働相談と紛争調整委員会によるあ
っせんといった行政型紛争処理システムが無
用となるわけではない。これらの機関、とく
に後者に寄せられる労働相談件数（2018年
110万4758件）やあっせん件数（同5021件）
の多さがそれを端的に示している1。
　しかし、労使当事者の合意に基礎を置くあ
っせん手続では紛争終結に自ずから限界がと
もなうし、なによりも法的権利義務関係の確
定という白黒決着を求める当事者にとって
は、行政紛争処理モデルの歯がゆさは否定で
きない。個別労働紛争の終局的解決のために
は、労使の合意による調整的解決だけでは限
界があり、とくに権利紛争の終局的解決制度
としての重要性やそのルール形成機能を踏ま
えると、特別な労働裁判手続の導入が望まれ
ることは、学界においてほぼ異論はなかった
といえる。

　実際に、労働審判制度は、①権利関係を審
理しその結果を踏まえるが、権利関係に必ず
しもとらわれない実際的解決を図ること、②
3回以内の期日で迅速に処理することを原則
とすること、③そのためには集中的で直接主
義・口頭主義を駆使した審理手続とするこ
と、④職業裁判官と並んで労使実務家が参加
することで手続の専門性を高めること、⑤当
事者に対し手続への参加は強制するが、解決
案の受諾は強制しないこと、⑤解決案に異議
がある場合は民事訴訟手続に自動的に移行さ
せ、紛争の最終的決着を可能とすることなど
の特徴を有している点で、当時の労働裁判所
的制度に寄せられたであろう期待にほぼ応え
るものであったということができる。
　事実、これまで労働審判制度について、正
面から異論を唱える声はほとんど出されてお
らず、学界・実務界の双方においておおむね
高い評価を受けているといってよい 。それ
では労働審判制度は期待されたとおりの紛争
解決機能を果たしてきたのであろうか。

２．労働審判制度の現状
　労働民事関係事件を管轄する地方裁判所
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における労働関係民事通常訴訟事件の新受
件数の推移をみると、図のようにこの30年の
間若干の増減があるものの、着実に件数が増
加し、とくに2009年に3000件を超えてから、
それ以降ほぼコンスタントに3000件を超える
高い水準で推移している（2018年で3526件） 2。
労働審判事件の新受件数も、労働審判法が
施行された2006年こそ877件にとどまってい
たが、リーマンショック後の2009年には3468
件と3000件を超え、2018年は3369件となって
いる3。
　労働審判制度が設置されて以降、労働審
判手続で和解が成立する数が増えれば、それ
だけ本訴である労働関係民事通常訴訟事件
数が減りそうなものであるが、その件数もほ
ぼ同じトレンドで推移しているから、個別労
働関係民事事件の全体の数が増えていると理
解していいであろう。
　しかし、労働審判事件数が3000件台を維
持しているとはいえ、労働関係民事通常訴訟
事件とほぼ同数というのはあまり楽観できな
い。個別労働紛争に関する新たな裁判手続が
追加されたとするなら、その分だけ個別労働
事件の全体の件数が増えてもおかしくない
し、行政モデルである紛争調整委員会のあっ
せん件数（2018年で5021件）の6割程度の数
にすぎなく、加えてドイツ、フランス、イギ
リスの労働裁判（審判）所等が扱う事件数と
比べて一桁から二桁も少ないという現状は、
やはり物足りなさを禁じ得ない。

３．労働審判制度の課題
　これまで述べてきたように、個別労働紛争
について、都道府県労働局の紛争調整委員会
をはじめとした行政型紛争処理機関による利
益調整的解決の果たす役割は決して少なくな
いが、特に法的権利義務関係の存否を争う権
利紛争に関し真実を明らかにしたうえで白黒
決着を求めるという強いニーズがあることは
否定できないし、それを迅速・低廉な手続で
かつ法の専門家である裁判官（労働審判官）
と労働問題に精通した労使の審判員からなる
労働審判委員会が実情に即して適切に解決

するという特徴を有する点で、労働審判手続
の登場は画期的な意義を有する。その登場か
ら15年を経過しようとする中で、労働審判の
果たしてきた役割について、おおむね高い評
価がなされているのは故なしとしない。しか
し、労働審判事件数が3000件台で頭打ちとな
っているという点を挙げただけでも、問題が
ないわけではないことは確かである。そこで、
以下では、労働審判制度の抱えるいくつかの
課題を指摘しながら、今後のあり方を若干展
望することにする。

（１）労働審判手続へのアクセス障害

　労働審判事件の新受件数が伸び悩んでい
ることの原因の１つとして最も大きい課題
は、労働審判手続を備えている地方裁判所及
びその支部が全国で52カ所しかないという点
である。このアクセスの悪さをなんとかしな
くては「国民の期待に応える司法制度」とい
う当初のスローガンがむなしく響く。たとえ
ば労働力人口が約3000万人（2017年）である
フランスでは労働審判所が全国210カ所に設
置されているのに、その倍以上の約6720万人
の労働力人口を抱える日本ではわずかに52カ
所というのは、あまりにも貧弱というほかな
い（ちなみにドイツの労働裁判所は113カ所）。
労働審判制度が登場しても行政型紛争処理
システムが不要とはならない理由の一つがこ
こにある。

（２）手続の簡易性と解決の迅速性の相克

　その2つとして、労働審判が簡易な手続を
謳っている割に弁護士依頼のコストが高く、
それが労働審判事件数の伸びを抑えているの
ではないか、と思われることである。手続的
には代理人弁護士を立てることは義務付けら
れていないが（労働審判法4条1項）、3回の期
日で迅速に処理するという迅速性の原則から
代理人として弁護士を立てることが事実上必
須となっている。
　しかし、紛争解決の迅速性が労働審判手
続の大きなメリットであり、迅速な争点整理
と短期集中的審理を行うためには法曹専門家
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たる代理人弁護士を立てることが必要だとし
ても、だからといって、それが資力のない労
働者にとって法的救済を受けるうえでの大き
な障害となってはもともこもない。弁護士依
頼のコストが労働審判制度の利用の大きなハ
ードルとなっているとするならば、補佐人の
活用など本人申立てに対する支援制度を整え
るとともに、弁護士以外の専門家の活用を広
く認めるべきである。裁判所は、労働審判法
4条1項但書の許可代理制度（これによれば、
裁判所は当事者の権利利益の保護及び労働
審判手続の円滑な進行のために必要かつ相当
と認めるときは、弁護士以外の者を代理人と
することを許可することができる）の活用を
広く認め、弁護士以外の社会保険労務士や労
働組合の活動家などが代理人として資力のな
い労働者を支援することを柔軟に認めるべき
であろう4。

（３）労働審判手続からの利益紛争の排除

　3つ目の課題として、労働審判が簡易な権
利紛争を主なターゲットとしているとして
も、労働契約の不利益変更などの調整的解決
が必要とされる利益紛争も取り扱うべきであ
る。労働審判法上、権利関係を踏まえた審判
を行う制度であること（同20条1項）や審判
に異議が申し立てられた場合には通常訴訟に
移行する（同22条1項）などの点から、労働
審判の対象となるのは権利紛争であるとする
見解が多数を占めている。しかし、配転・出
向や成果主義的賃金制度などにおける成績評
価などの契約内容の形成や変更をめぐる実質
的利益紛争の場合でも、権利義務関係の存
否を争う形式をとっている限りは門前払いを
することはできない。また、権利紛争の形式
をとっている場合でも、整理解雇や就業規則
の不利益変更などは一般的に労働審判に適さ
ないとされているが、当事者によって十分な
事前準備と主張・立証活動がなされ、数回の
期日で労働審判委員会の心証が取れる可能
性があるのなら、審判手続から排除する必要
はない。こうした利益紛争については、労使
審判員がそのキャリアに裏付けされた大きな

役割を発揮することが期待されるから、3回
以内の期日に拘泥することなく、少々時間が
かかっても調停による和解を働きかけ 、そ
れが無理な場合には、後述するように労働審
判として利益調整的判断を示すことができる
と考えるべきであろう。

（４）労働審判の内容の妥当性

　その4として、労働審判の判断内容として
労働審判委員会の裁量を広く認めるべきであ
る。労働審判委員会は、「紛争の実情に応じ
た迅速、適正かつ実効的解決を図ることを目
的」（労働審判法1条）に、「当事者間の権利
関係及び手続の経過を踏まえて」、紛争解決
のために相当と認められる限り、その内容を
柔軟に定めることができる （同20条1項及び2
項）とされているからである。
　とはいえ、解雇無効が争われている事件で、
労働者が現職復帰を望んでいる場合に、解雇
無効と判断されるときでも、労働審判委員会
が金銭補償をして労働契約関係が終了する旨
の審判を出せるのかという点については、見
解の対立がある。労働者が必ずしも原職復帰
を望んでいない場合に限ってできるという見
解と、解雇無効でもその紛争を解決するため
に相当であると考えられる場合には金銭補償
による審判を出せるという見解に分かれてい
る。
　この点については、当該解雇が無効と判定
されたのに労働者の意に沿わない金銭補償を
内容とする労働審判が下された場合には、そ
れに異議を申し立てれば失効して、訴え提起
の擬制（同22条1項）にもとづいて民事訴訟
で解雇無効を獲得することができることを考
慮すると、必ずしも否定的に考える必要はな
いと思われる。労働審判手続には、前述した
ように純然たる権利紛争ばかりではなく、労
働条件の不利益変更問題のように、実質的に
利益調整的解決が求められる紛争も申立てら
れるのであり、このような事案の場合には、
当事者のいずれかの主張に軍配を上げる白黒
決着ではなく、当事者の主張とは異なる利益
調整的判断が求められる場合があるから、当
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事者の意向に縛られる必要はない。その審判
内容に不満な当事者は異議申立てをし、本訴
で白黒決着を求めればよい。

４．個別労働紛争処理システムの展望
　以上、労働審判制度の現状と課題を検討し
てきたが、今後の個別労働紛争処理システム
の全体のあり方としては、行政型紛争処理制
度と司法型の労働審判制度を統合する必要は
なく、当面は並走させてそれぞれが抱える問
題点を是正していくべきだろう。もっとも、
労働者がどのような紛争解決の仕方を望んで
いるのか（権利義務関係の白黒決着か、利益
調整的解決か、あるいは金銭解決か、その価
格はどのくらいかなど）、どのくらいのコスト
をかけることができるのか、どのような紛争
処理システムがアクセスしやすいのか、とい
った点について、総合労働相談コーナーや労
政主管事務所等による労働者からの丁寧な聴
取りと正確な情報提供等による水先案内的機
能を整備し、労働者が自ら適切な選択をして
いずれかのシステムにアクセスできるような
支援体制を整えるべきである。
　今後の個別労働紛争処理システムの展望と
して検討すべきことは、労働審判制度ではな
く、むしろ行政型紛争処理制度のあり方であ
る。とりわけ、法令違反の取締機関である労
働基準監督署を指揮監督する都道府県労働
局長の下に個別労働民事紛争を扱う総合労
働相談コーナーと紛争調整委員会を配置し、
しかもその多くが労働基準監督署内に置かれ
ているのは問題である（たとえば東京都の場
合には全20カ所のうち、18カ所が東京労働局
と労働基準監督署に置かれている）。当該制
度の利用者からみて取締機関が民事紛争を
取り扱っているという印象を与えるし、本来、
性格の異なった2つの機能が混同されるおそ
れが構造的に存在する。また、労働局長の助
言・指導で解決しない紛争は紛争調整委員
会にあっせん申請することができるが、労働
局長があっせんの必要性なしと判断すればあ
っせん手続が開始されない建前となっている
ことから、紛争調整委員会がいわば労働局長

の下請機関的存在になっている。さらに、紛
争調整委員会がもっぱら学識経験者によって
構成されていることも問題である。個別労働
紛争が権利紛争だけではなく利益紛争的性
格を持ちかつそうした紛争の適切な解決をは
かるためには、複雑な労使関係の実情に精通
した労使委員の知恵と経験が必要となる。
　このようなことを踏まえれば、やはり個別
労働紛争を処理する行政型モデルとしては、
かつて提言されていたように都道府県労働委
員会の下に労働相談サービスを統合するモデ
ルの方が適切であったように思われる。都道
府県労働局の総合労働相談コーナーと都道
府県労政事務所の相談サービスを都道府県
労働委員会の下に一本化し、そこで行う助
言・あっせんで紛争が解決しない場合には公
労使三者構成の労働委員会が調整的紛争処
理を行う方式である。そして、先に述べたよ
うにこの相談窓口が、そこに寄せられた個別
的労働紛争について労働基準監督署や労働
審判制度も含む多様な紛争処理制度の中で
どの制度が最も適切な解決手続であるか、正
確な情報提供と水先案内の機能を果たすので
ある。都道府県労働局の紛争調整委員会につ
いては、これを廃止する必要はないが、男女
雇用機会均等法に関わる性差別などの公序紛
争をもっぱら扱う機関とし、一般的な個別労
働民事紛争の利益調整的解決は都道府県労
働委員会に一本化すべきであろう。もちろん、
国の機関である総合労働相談コーナーと都道
府県の機関である労働委員会や労政主管事
務所を統合することの難しさや財政手当など
の大きな問題があるが、今後の検討課題とし
て議論をすべきと思われる。

１ �厚労省『平成29年度個別労働紛争解決制度の施行状況』
（https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000213219.
html）。

２ �最高裁判所事務総局行政局「平成29年度労働関係民
事・行政事件の概況」法曹時報70巻8号（2018年）45
頁以下。

３ �同上。
４ �弁護士界からも弁護士以外の労働組合の執行委員や

労働相談担当者等にも広く許可代理の機会を与えるべ
きとの声が上がっている（鴨田哲郎・君和田伸仁・棗
一郎『労働審判制度－その仕組みと活用の実際＜改訂
版＞』＜日本法令、2011年＞32頁）。
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１. 労働審判の運用状況と全体評価
　（１）労働審判制の制度設計は、「個別的労
働関係について、３回以内の期日で、裁判官
と雇用・労使関係に関する専門的な知識経験
を有する者が、当該事件について審理し、調
停による解決の見込みがある場合にはこれを
試み、合議により、権利義務関係を踏まえて
事件の内容に即した解決案を決すること（労
働審判）によって事件の解決を図る手続を設
け、あわせて、これと訴訟手続とを連携させ
ることにより、事件の内容に即した迅速、適
正かつ実効的な解決を図ることを目的とす
る。」とされた1。その制度設計に則り、労働
審判法は平成16年４月28日制定、同18年4月1
日施行された。想定年間申立件数は1500件前
後、労働審判員は労使各500名総計約1000名
と制度設計された。
　労働審判制は、調停機能と判定機能との結
びつき方に制度的生命力があり、迅速性・専
門性・適正性の多様な仕組みを具有し、世界
に類を見ないユニークな司法制度である。
　（２）現在の運用状況は、平成30年労働審
判の統計結果から知ることができる。
　【申立件数】3630件　【事件の種類別】非
金銭（地位確認等）1563件（43%）：金銭（賃
金・退職金等）2067件（57%）　【終局事由】
調停成立72.6%：労働審判14.7%（うち、異議
申立てあり62.7%・異議申立てなし37.3％）：
24条終了4.3%：取下げ7.1%　【申立てから終
局までの審理期間（平成26年〜 30年）】79.4
日　【弁護士代理人の選任状況】申立人側の

弁護士代理人選任率87.2%：相手方の弁護士
代理人選任状況86.7%。
　なお、現在の労働審判員数は労使各約750
名、総計約1500名である。
　（３）労働審判制に関する評価は、東京大
学社会科学研究所が平成22年に実施した「労
働審判利用者調査」2が信頼できる。満足度
について、労働者側は、「とても満足している」
25.3%、「少し満足している」33.8%、「あまり
満足していない」21.4%、「まったく満足して
いない」12.0%である。使用者側は「とても
満足している」12.8%、「少し満足している」
22.9%であった。労働者の満足度が高く、使
用者の満足度が低い結果となっている。「裁
判所で行われる手続」「法的な権利関係を踏
まえた制度」「3日以内の期日で終了」「裁判
よりも柔軟な解決が可能」等への期待が高か
った。
　（４）平成30年労働審判の統計結果をみる
と、申立件数は想定の倍以上で利用度が高く、
審理期間は次第に長くなる傾向にあるとはい
え約80日、解決率約8割（調停成立72.6%＋異
議申立てのない労働審判5.5%＋24条終了
4.5%）となっている。約80日で約8割解決し
ていることは、迅速性・適正性が確保され、
事件解決機能も極めて高いと評価できる。
　裁判所長官・所長会同（平成27年6月18日
開催）において、最高裁長官は、挨拶の冒頭
で「司法制度改革に向けた構想のための議論
がスタートしてから15年、関連法制の整備が
完了してから10年が経過しました。・・・民

徳住　堅治
（弁護士）

労働者側代理人からみた
労働審判制の意義と課題
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事手続においては、新たに設けられた労働審
判がその利用度と成果において高い評価を得
ており、目に見える形での効率的紛争解決の
モデルとしての位置を築きつつあります。専
門的な事件への対応強化という面において
は、専門委員制度の導入などにより適正な解
決が迅速に図られるようになっています」と
述べた。労働審判制は、司法改革で導入され
喧伝された刑事裁判の裁判員制度等より評価
が高く、司法改革の中で最も成功した制度で
あると評価されている。

２. �今後利用拡大を模索する必要がある
　（１）�労働審判制の掘り起こし効果と間口

拡大
　個別労使紛争の通常訴訟・労働審判の申
立件数は、平成21年3に共に3000件台を超え、
それ以降約10年間共に約3500件前後で高止ま
りしている。労働審判は、前記の通り、利用
度は高いと評価できる。通常訴訟の申立件数
も増えた4が、同数以上の労働審判申立があ
り、個別労使紛争に関して司法解決の利用者
を増やし、掘り起こし効果があったと見るこ
とができる。導入当初裁判所は、「（複数人の）
整理解雇」「残業代請求」「セクハラ」「労災」
等について、事案が複雑で短期間での処理が
困難であるとして、これらの労働審判申立を
控えるように指導していた。これらの事案に
ついても、現実には一括解決やざっくり解決
に適し、公的機関である労働審判委員会の損
害額提示による解決能力は高く、今日ではこ
れらの類型の案件にも大いに利用されてい
る。また、権利紛争事案だけでなく利益紛争
事案5や従来請求権構成が考えても見られな
かった事案6にも間口が広がっている。
　事件の種類は、「非金銭」と「金銭」が均
衡しているが、最近は「非金銭」が上回って
いる。残業代やパワハラによる損害賠償等の
金銭請求が増加し、解雇・雇止めの地位確認
請求等を上回ったと推測される。パワハラ事
案は、事実の存否の事実認定や使用者の業
務指示・命令との関連による違法性判断等に
難しさがあるが、今後事案や判断基準を集積

し審理の習熟により、労働審判での処理も十
分可能であり、機能すると考えている。
　（２）�司法救済を受けられない労働者が潜

在している
　司法救済（労働審判・通常訴訟）を受ける
ことができない労働者が相当数潜在している
と思われる。平成29年度の都道府県労働局で
の総合労働相談件数：110万4758件、民事上
の個別労働紛争相談件数：25万3005件、助
言・指導申出件数：9185件、あっせん申請件
数：5021件となっており、個別労働紛争相談
に比べて司法の申立件数はあまりにも少なす
ぎる。厚労省発表の「長時間労働が疑われる
事業場に対する監督指導結果」（平成30年8月
7日付）によると、労働基準法令違反の事業
場が18,061件、違法な時間外労働がある事業
場が11,592件であり、その多くは残業代未払
であると報告されている。これらの事業場は
いわゆる“ブラック企業”である。過労死認
定基準である月80時間を超える時間外・休日
労働をさせられながら、残業代をもらえず、
疲労困憊している若者が多く存在するのに、
司法救済を受けられずにいる。
　諸外国の労働裁判は、イギリス105,803件

（2013年雇用審判所の新受）、ドイツ403,457
件（2013年労働裁判所の既済件数）、フラン
ス175,174件（2012年労働裁判所継続件数）、
イタリア113,337件（2012年労働裁判所の新
受件数）となっている。つまり、先進資本主
義諸国の労働裁判申立件数はわが国の数十
倍となっており、民事裁判申立件数の2 〜 4
割を占めているといわれている。以上の事実
からすると、様々な権利侵害を受けながら労
働審判等の申立をすることができない労働者
が多数潜在しており、そのことに目を向ける
必要がある。
　（３）�司法手続き（労働審判、通常訴訟）

と司法外ＡＤＲの連携
　司法救済を受けられない労働者の問題解
決には、個別的労使紛争解決手続きに関する
司法外ＡＤＲ（都道府県労働局の労働相談・
あっせん、地方自治体の労働相談・あっせん、
都道府県労働局のあっせん）と司法手続（労
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働審判、通常訴訟）との連携・強化を図るこ
とも大切である。各手続きの終了段階で、個
別労使紛争解決手続きのチャートを示し、次
に選択できる手続のステップを文書で教示す
る必要がある。課題として、①弁護士へのア
クセスの確保、②裁判・弁護士費用の問題7、
③主張・証拠書面の調整等がある。司法外の
ＡＤＲでの提出書類はわずか数ページである
が、労働審判制では、膨大な主張・証拠書面
の事前一括提出が求められ、労働審判申立の
ハードルが一気に高くなる。労働審判手続で
提出するものが膨大になり、労使の負担が過
度になっていないか検証する必要がある。労
働審判手続においてベストな主張やエビデン
スが何かを労使で検討し、無駄な書類を省く
努力をする段階を迎えている。労働審判を労
働者がより利用できるようにするための、当
面の課題である。

３. 労働審判制の運用と課題
　（１）適正な金銭解決水準の確保の努力
　労働審判制において、解雇及び残業代請
求の金銭解決水準が問題となる。残業代請求
については、残業時間・残業代の立証の程度、
使用者の時間管理の実態及び使用者の支払
能力等を踏まえ、割合的に認定する“ざっく
り”解決が機能している。
　ところが、解雇の金銭解決の水準が低下し
ているとの危惧を示す意見が多い。裁判所は、
労働審判制スタート時点で、解雇の金銭解決
水準について訴訟・仮処分と同等と考えてい
ると述べていた。労働審判制スタート時点で
の東京地裁労働部の裁判長であった難波孝
一弁護士は、紛争解決システム検討会8にお
いて、「解雇有効の場合は、大体月額賃金の3
カ月以下で和解できていた。」「解雇が無効な
場合も、基本は大体1年ぐらいを中心に考え
て、プラス・マイナスした金額を提示してい
た。」「会社側がどうしても辞めてもらいたい
場合には、当然慰謝料等を加算して、ケース
バイケースで決めていた。」と述べている。
ＪＩＬＰＴの調査報告9によると、解雇の金銭解
決の水準は、【労働局あっせん】中央値156,400円、

【労働審判】中央値110万円：概ね50 〜 200万
円に半分以上が集中する台形、【訴訟（和解）】
中央値2,301,357円：50 〜 1000万円の広い範
囲でなだらかに高原上に分布するとされてい
る。労働審判でも、バックペイはもちろんの
こと、解雇の有効無効・労使の帰責性・労使
の経済状況・労の貢献性・残余勤続年数・
再就職の可能性および再就職後の賃金減額
等の判断要素を総合考慮して、適正に定める
べきである。使用者が受入れ可能な金額を念
頭に置いて、不適切な低い金額を提示すべき
ではない。
　（２）�急がば回れ～労働審判の手順を蔑ろ

にするのは誤り
　労働審判の生命力である調停機能と判定
機能との結びつきについて、①争点を整理す
る、②重要な争点に対する当事者のプレゼン
テーション、③当事者・準当事者や関係人に
対する集中的な審尋、④権利関係についての
判断を踏まえた調停の試み、⑤労働審判の告
知、という審判手続の手順を踏むことが肝要
である。この手順は、労働審判スタートの時
点で裁判所と弁護士会との協議でも確認され
たことである。ところが、最近労働審判官が
調停成立を急ぐあまり、争点整理や審尋を十
分行わずに早期に調停案を示そうとして、却
って調停が混迷するという話を聞く。これら
の手順を踏むことにより説得性や当事者の納
得性も高まるのであり、調停成立も高くなる
と考える。
　また、労働審判は、「主文又は理由の要旨
を記載した審判書」が原則であるが、理由の
要旨は実際には定型文言となっている。労働
審判の告知手続において、労働審判委員会か
ら権利関係の存否等の実質的理由を口頭で説
明を受けることが大切である10。
　（３）書証の審判員への交付問題
　書証を労働審判員に交付するかどうかは、
労働審判制スタートのときからの懸案の課題
である。書証や陳述書などその一部を労働審
判員に交付するとか、労働審判員用の書証を
裁判所に備え置く等の措置を取る裁判所もみ
られるが、東京地裁・大阪地裁は書証の交付
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 1  平成15年12月19日労働検討会。
 2  平成30年6月27日から10月26日まで2回目のアンケー

ト調査が行われ、近いうちに調査結果が発表される
予定である。

 3  平成21年の申立件数は、通常訴訟3321件、労働審判
3468件。リーマンショックによるリストラの影響で
急増。

 4  通常訴訟の申立件数は、平成2年647件、同12年1552
件であった。

 5  具体的合意なしの賞与請求、就労請求、労働者から
の配転・出向請求、退職金規定など定めのない退職
金請求、賃金増額請求等。

 6  証券外務員の日本証券業協会への職務廃止届出手続
請求、社会保険などへの加入手続請求等。

 7  弁護士保険の模索、労働組合の貸与などが実行に移
されている。

 8  平成28年4月25日「第6回透明かつ公正な労働紛争解
決システム等の在り方に関する検討会」

 9  「労働政策研究書No174労働局あっせん、労働審判及
び裁判上の和解における雇用紛争事案の比較分析」

（平成27年）
10  労働審判制のスタートに当たり、裁判所は、審判書

は定型文言であるが、実質的な理由は手続の中で明
らかにすると述べ、実践されてきた。なお、実質的
理由を記載した審判書も、これまで数件ある。

11  最高裁判所事務総局行政局監修『条解労働審判規則』
25頁、法曹会。

を全く認めようとせず、この運用が全国に普
及・固定化しつつある。
　労働審判規則（9条、10条、16条、20条等）
では、申立書等の主張書面は審判員に交付す
るが、書証や証拠説明書は交付しないとされ
ている。最高裁事務総局は、「当事者の負担
と非常勤である審判員の審理関与の実質的保
障のバランスを考慮した結果である。」と説
明している11。審判員は、審判官と同等の立
場で審理に関与し、事実認定及び権利関係の
判断の権限が与えられており、「審理関与の
実質的保障」という観点からも、審判員に書
証は渡さないという運用は不適切・不合理で
あるといえる。
　日本弁護士連合会は、「書証の取扱いにつ
いての意見書」をとりまとめ、最高裁に対し
て、①労働審判規則第9条4項等を改正して、
審判員用の書証2通の提出を義務付けること、
②審判員用の証拠書類等を常備して、常時閲
覧活用できるようにすること、③審判員が事
前送付を求めた場合には、証拠書類等を送付
すること、を求めようとしている。
　（４）労働審判員の役割と労働審判員連絡
協議会の発足
　労働関係に関する専門的知識経験を有する
労働審判員が労働審判手続に関与し労働審
判の専門性が確保されていることは、労働審
判制の評価を高める一因となっている。スタ
ート時点で危惧されていた労働審判員の公平
中立性も、十分確保されていると評価できる。
労使どちらか分からない労働審判員から尋問
を受け、調停手続きで諭されて、当事者の納
得性は格段に高くなっている。調停・判定手
続において、労働審判員が出身母体の立場を
離れて公平・中立の立場で参加してその機能
が万全に発揮されることは、一種の司法への
市民参加であり、歴史的に見てもわが国の司
法にとって貴重な経験である。ただ、最近、
労働審判員が黙りがちで、発言や尋問が少な
くなったとの話を仄聞している。労働審判員
が手続きに積極的に参加することは、審判官
の心証形成や判断を助け、当事者の納得性を
高め、労働審判の信頼を高めるものと確信し

ている。そのためには、労働審判員の研修の
充実、自己研鑽の努力が大切となる。
　平成29年4月22日「労働審判員の経験交流
を通じて労働審判制度の健全な運営と発展に
寄与する」目的で労働審判員連絡協議会が発
足したことは喜ばしい。担当事例の研究や経
験の相互交流等の活動を通じて、事例や課題
が分析検討されたものがフィードバックされ
ることにより、労働審判員一人一人の専門性
により磨きがかかることを期待している。
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１. 労働審判制度の現状
　平成18年から施行された労働審判制度は、
個別労使紛争の解決手段として定着し、平成
30年の新受件数は全国で3630件、東京地方
裁判所では立川支部分112件を併せて合計
1218件に上っている。また、労働審判手続き
は、平成30年では申立の約73％が調停成立で
終結しており、審判が出される割合は約15％
にすぎない。多くの案件が3期日以内の短期
間に話し合い（調停）が成立するという成果
を上げているのである。このような活況を呈
している労働審判であるが、全国の労働審判
のほぼ3分の1が東京地裁に提起されていると
ころ、東京地裁では平成30年度まで労働専門
部に3部24名の裁判官を配置していたが、平
成31年度からはこれを4部25名の裁判官の体
制に増強するに至っている。弁護士増加が著
しい一方で訴訟事件が増加していないといわ
れているが、労働審判ひいては労働訴訟だけ
はその例外であり、司法改革によって個別労
使紛争を司法の場で解決することが容易にな
り、労使関係の改善とコンプライアンスに大
いに寄与していると認められる。使用者側代
理人として労働審判に関わることが多いが、
裁判所、労働審判員の皆様そして労使双方の
代理人の努力と工夫が重ねられたことによっ
て、このように制度の定着・浸透ができたこ
とを率直に喜ばしいことと感じている。

２. なぜ労働審判制度が選択されるのか
　労働事件は、その事件の性質に関わらず大

半は労働側が原告・申立人となって使用者で
ある企業等に対し提起されるものである。労
働審判制度がなかった時代には、労働事件の
選択肢は仮処分と訴訟の2つのみであった。
現在でも、これらの手続きは選択可能である
が、前述の通り、多数の労働審判手続きが選
択され、短期間での解決に至っている。労働
審判だから早期に解決するのではなく、早期
に解決可能な事案について労働審判の手続き
を選択して、労使紛争を司法の場での解決に
導くのだと考えられる。手続きの選択は労働
者の権利の実現にとって重要な判断であり、
労働者側代理人のいわば腕の見せどころでは
ないか。使用者側としてはこれに関わること
が少ない点は残念である。
　一方、個別労働紛争について訴訟外で労
働者側代理人との間で交渉することが増加し
ている。有期労働契約の雇止め、普通解雇や
休職期間満了による退職、時間外割増賃金の
請求など様々な労使紛争が労働組合を通し
た交渉ではなく、弁護士間の代理人交渉とし
て取り上げられるようになっている。交渉段
階で合意に至ればよいが、交渉決裂となった
時に、労働者側代理人が労働審判を選択する
だろうか、労働訴訟を選択するだろうかは、
交渉開始時から常に意識してことを進めるよ
うにしている。事前交渉で法律上の論点が確
認され、解決案についての意見がまとまらな
いというレベルまで交渉が進んでいる場合は
労働審判が適している。事実関係や法律上の
主張について隔たりが大きく妥協の余地がま

使用者側代理人から見た
労働審判制度の意義と課題
木下　潮音

（第一芙蓉法律事務所　弁護士）

―  13  ―



DIO 2019, 5

だ見いだせない状態であれば、判決までを視
野に入れて訴訟提起がなされるだろうと考え
る。また、代理人による事前交渉がなく、労
働者が個人で労働局のあっせん制度を利用し
あっせん解決ができなかったような場合は、
次の手続きとして労働審判の申し立てを予想
しておくことがある。このように、使用者側
としては自ら提起するものではないが、労使
紛争の在り方から労働審判に進むか否かの予
想が可能であり、次に述べる労働審判に向け
た準備行為をぬかりなく行っておくことが重
要である。

３. 労働審判手続き
（1）労働審判手続きの特徴
　労働審判手続きの特徴を挙げると次の3点
となる。第1回期日が充実していること、各
期日は口頭主義で手続きが進むこと、及び法
律では3期日まで開催可能となっているが実
際には第2回期日までに調停成立が求められ
ること、である。労働審判では、スピードが
あって当事者が合意して解決することができ
るのはこのような特徴をいかんなく発揮しつ
つ労働審判委員会の力強い（時にはやや強引
な）手続きの進行があるためであり、今後も
この特徴を維持していくことが重要である。

（2）第1回期日前の使用者代理人の活動
　このような労働審判手続きにおいて、使用
者側代理人が最も困難に感じるのは、申立書
送達から第1回期日までの期間が約30日弱と
短いことである。この間に充実した第1回期
日に向けて、答弁書の準備はもちろん、書証
の整理、当日期日に参加して口頭で陳述を行
う使用者側担当者との打合わせ、責任者（使
用者代表者）との間で調停解決の意思とその
内容の確認まですべての準備を行わなければ
ならない。労働者側であれば、これらの準備
に必要な時間を自らの計算で確保して提起に
至ればよいのであることを考えると、使用者
側の困難を想像いただけるものと考える。さ
らに、前述した交渉段階での労働審判提起を
予想した準備ができている事件と全く初見の
事件では大きく事情が異なってくる。事前交
渉を経ていた事件であれば、交渉段階から決
裂時を想定して答弁書に当たる主張書面や書
証の整理、事案の直接担当者との打合わせも

可能であり、通常、十分に取組みを行ってい
るところである。もともと、労働審判申立書
には必要的記載事項として事前交渉の状況が
含まれているのは、労働審判が労使の交渉に
引き続いて提起されるべきものと考えられて
いたことを示しているところである。ところ
が、最近の事例では事前の交渉がほとんどな
いまま、突然に労働審判が提起されることが
ある。退職後に時間外割増賃金の支払い不足
を主張して労働審判を提起された事案等で
は、事前交渉がない場合であるといかなる根
拠を元に未払い賃金の計算がなされているの
か、申立書の記載を見ても不明である事例す
ら経験しているところである。労働審判制度
をさらに充実したものとして活用するために
は、労使双方の弁護士ともに事前の交渉に十
分に取り組むべきである。
　また、労働審判制度の定着に伴い、事前交
渉の段階で労働審判に進んだ時の調停内容
についてあらかじめ予測をすることが可能と
なってきており、交渉時点で労使双方の代理
人が同程度の解決策を検討できることも増え
てきている。特に、有期労働契約の雇止めや
比較的就労期間が短い解雇事案では、退職
合意による和解解決に合意することが多い
が、その際の解決金の水準については、過去
の労働審判の積み重ねでの経験が生かされる
場面となる。解雇の金銭解決制度の法制化は
まだ検討段階であるが、実務としては雇止め
解雇事案が復職を求めた紛争となるのではな
く、退職を前提として解決金の交渉で処理さ
れることが多い。その水準は本訴提起後の和
解水準ではなく労働審判手続きでの調停水準
が目安とされているのである。

（3）労働審判期日
　実際に労働審判が開始されると、第1回の
最初から労働審判委員会は双方当事者の提
出したすべての主張書面及び書証を事前に精
査し評議も経た上で手続きに臨んでいただけ
ていることが明確で、信頼してその進行に沿
った活動をしているところである。この点で、
労働審判員の方への記録資料送付がどうある
べきかが議論になっている。具体的には双方
当事者が提出する書証を労働審判員の方に送
付して事前検討を可能とするかという議論で
ある。全国の裁判所のうち一部の裁判所では、
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当事者が提出する書証の部数を労働審判員
用に多くして裁判所から送付している扱いも
あると聞いているところである。東京地裁の
場合は件数が多いこともあり、労働審判員用
の書証の提出や労働審判員への送付は行わ
れていない。小職の個人的な意見であるが、
労働審判は民間の専門家が労働審判員として
手続きに主体的に参加することによって目覚
ましい成果を上げている手続きであることは
十分に理解しているが、一方、使用者側が労
働審判で解決することのメリットとして非公
開の手続きで記録も開示されていないことは
大きく、使用者の人事制度などをあからさま
にする書証類が裁判所の外に送付されること
には強い抵抗がある。東京地裁の現状からす
れば、労働審判用に書証の提出は今後も不要
と考えるべきである。
　労働審判はその7割以上が調停で解決して
いるとおり、労使の話し合いによる解決を図
るべきADRであるから、第1回期日から当事
者の調停の意向を図るのは当然のことであ
る。使用者が一定規模以上の企業の場合は、
調停成立のためには社内の承認手続き（場合
によっては取締役会での報告等）が必要とな
ることがあり、3回目の期日で調停成立とす
るためにも第2回期日では調停の原案が示さ
れ、双方が成立させる意向を形成しておかな
ければならない。調停成立のためには、双方
に互譲の精神が必要であると同時に、調停条
項に様々な工夫を行うことがある。例えば、
解雇事件で退職合意による解決とする場合
に、①既に行った解雇を撤回するか、しない
か、②退職日は解雇日か、合意成立日か、③
退職理由は会社都合とするか、自己都合とす
るか、などいくつもの検討要素があり、その
組み合わせによって調停成立が容易な場合も
困難な場合もある。このように、調停内容は
さまざまであるが、労働審判制度が非公開の
ため、事例の収集が困難であり、各弁護士が
それぞれの経験値で対応している面がある。
これからの課題の一つに、調停条項の収集と
開示による解決事例の周知があると考える。
この点は審判となった場合も同様である。

４. 労働審判制度のこれからの課題
（1）弁護士の研修等
　労働審判制度がより充実していくために
は、それを当事者として担う労使双方の代理
人弁護士の研修が必須である。そもそも、代
理人が受任していない当事者申立の事件の場
合、解決率が顕著に異なっていることは労働
審判制度が発足した当時から変わらない傾向
である。労働関係法令や労働契約、さらには
労使の職場の実務や紛争の解決交渉にまで
弁護士が十分な知見をもって手続きを遂行す
ることで、労働審判制度は成り立つものであ
る。労働審判員となられる方々に充実した研
修が行われているのと同様に、弁護士会等に
おいても労働審判実務に関する研修をより充
実させるべきである。

（2）複雑な事件の取り扱い
　労働審判は個別の労働紛争の解決のため
の制度であり、もともと複数の労働者が共同
で提起するなど、複雑な紛争形態は予定して
いなかったものである。ただし、リーマンシ
ョックといわれた時期には、非正規労働者の
集団的な雇止め事件で複数事件を同時並行
処理と称して事実上併合審理を行った経験
がある。また、現在、訴訟事件が増加してい
るいわゆる「同一労働同一賃金」をめぐる労
働契約法20条事件などは理論的にも複雑であ
り、労働審判には適さないと考えられる。さ
らに、ハラスメント事案で加害者個人と使用
者企業を同時に相手方として損害賠償請求を
行うことも、労働審判の性質上可能ではない。
このような複雑な事案は、今後増加すること
が予想されるが、今まで通り労働審判には適
さないものとして本訴提起の道しかないの
か、労働審判に組み入れる何らかの方法があ
るのか、あるいは法律改正を行ってでも労働
審判を拡充していくのか、今後の検討課題で
ある。制度発足から15年を経て、これだけ充
実した成果を上げている労働審判制度であ
り、さらに発展を検討していくべきと考える
次第である。
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寄
稿

特
集

特集  4

労
働
審
判
法
制
定
15
年
―
個
別
労
働
紛
争
解
決
の
現
状
と
課
題

・はじめに、その背景
　個別労働紛争が増加し労働審判制度の必
要性が顕在化したのは、1990年頃でした。私
が所属していたゼンセン同盟（現在はＵＡゼ
ンセン）でも民間の製造業から流通産業、サ
ービス産業の組織化が進みました。それは従
事する労働者の産業間の移動でした。また主
婦層や高齢労働者による短時間労働や契約労
働への移動も加速されていた時期でもありま
した。外国人労働者も様々な制度の変更で増
加していました。
　労働組合の組織率は低下し、2003年に20％
を切り、2018年には17％まで落ち込んでいま
す。新しい産業と企業別労働組合の組織化不
足とともに、企業内でも多様な雇用形態の労
働者も増え、企業内組織率も低下しています。
　労働組合が集団的な課題を労使で協議す
ることに変わりうる、個別の労使紛争を解決
する手段が大いに求められる環境が増えてい
ました。労働委員会や監督署での解決もあり
ましたが、表面化しない個別労働者の泣き寝
入りは相当数あったのでしょう。
　不当労働行為に関する解決に数年の時間
がかかり、さらに訴訟になれば、事実上の５
審判や多額の訴訟費用は労働者にとって維持
し続けることに困難さが生じていました。
　そのようななか関係者の努力があって、
2006年に労働審判制度が導入されました。
　裁判員制度など一連の司法制度の改革の
中で、今日では労働審判制度は優等生と評価
されるものとなっています。

・�労働審判制度は迅速性・専門性・柔軟性
が三大特徴

　３回以内の期日で審理し、解決を図ること
で、主に労働者側の負担が軽減できます。調
停の成立も70％前後となっています。また若
干の期日の変動はあっても３か月以内の約80
日で終局もできており、迅速な解決が図られ
ています。
　次に労働の現場でその運営や実情・慣行
などを経験した実務者が専門家として参加す
ることで、労使双方が主張を話し、相手の主
張にも耳を傾けられます。このことが、解決
の方向を示す力となります。また民間での職
場経験のない審判官（判事）の補助をするこ
とにもなります。審判官と２名の審判員が話
し合うとき、３人の議決の権利は同等である
ため、審判官のみの法的解釈で押し切られる
こともなく、意見の相違があっても多数決で
の３人の合意形成がされていくことができて
います。
　また事案の実情に即した柔軟な解決案の
検討ができ、理解の得られる解決が図られて
います。提出された書類により判断しますが、
不明点は質問などで補います。２回目までの
審理で出された資料を基にしますので、証拠
だけでは不足することもあって、質問や疑問
点を指摘するなどにより調停を試みることも
多々あります。

労働審判員の役割と
課題
田村　雅宣

（労働審判員連絡協議会　共同代表理事・UAゼンセンOB）
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地方裁判所における労働審判事件の新受件数・既済件数　

労働関係民事通常訴訟事件数と労働審判事件数
（新受件数　地方裁判所）

１．数値は、最高裁から提供を受けた資料をもとに筆者が作成したもの。
２．「 異議申立てなし」には、集計日現在、異議申立ての有無が確認できないものを含む。
３．「 異議申立て」欄に記載の割合は、労働審判で終了した事件数に対する、異議申立ての有無の割合である。
４． 百分比は、小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計が100％と一致しない場合がある。

（最高裁資料）
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・制度創設の必要性を唱えた人たち
　司法改革の波もあり、個別労働紛争を制度
として解決するシステムが求められてもきま
した。学者・法曹界・裁判所・行政にも必要
性の声がありました。
　連合会長でもあった髙木剛氏は司法制度改
革審議会への意見書で「労働関係事件につ
いては、雇用・労使関係の制度や慣行等につ
いて、各職場、企業あるいは各種産業の実情
に基づき判断することが求められ、これを適
正・迅速に処理するためには、科学・技術的
専門的知見とは異なる意味で、そのような制
度や慣行等について専門的な知見が必要とな
る。また、労働関係事件は、労働者の生活の
基盤に直接の影響を及ぼすものがあり、一般
の事件に比し、特に迅速な解決が望まれる。
ヨーロッパ諸国では、このような点をも踏ま
え、労働関係事件についてはいわゆる労働参
審制を含む特別の紛争解決手続きを採用して
おり、実際に相当の機能を果たしている。我
が国においてもこのような労働関係事件の専
門性、事件動向等を踏まえ、訴訟手続きに限
らず、簡易・迅速・柔軟な解決が可能なＡＤ
Ｒを含め、労働関係事件の適正・迅速な処理
のための方策を総合的に検討する必要があ
る」と述べておられます。

・導入時の動き・担い手の発掘と教育
　私は2002年から2006年まで、ナショナルセ
ンターの連合に出向していました。笹森会長
から髙木会長への移行期でもありました。
2006年４月に労働審判制度が開始されるにあ
たり、事前に候補者の教育が重要でした。制
度の理解や役割、労働審判員が非常勤の裁
判所職員となり特別職の国家公務員であるた
めの規律など、時の同僚とともに全国での研
修会の開催を促し、行脚した時期でした。参
加者には熱があり、連合という大きな塊が果
たした役割は大きかったのです。

・労働審判員での経験談・代理人の理解の差
　私は東京地裁所属であるため、労使双方の
代理人には制度の理解は深かったと思いま
す。しかし、地方から持ち込まれた労働審判

では、地方の企業の顧問弁護士は労働問題へ
の関与が少ない場合もあり、第１回の審判時
に労働審判官（判事）から制度の説明を受け
ることも見られました。

・�私が担当した事例の紹介
　①解決金の決定と支払い能力

個人企業での支払い能力欠如による、未
払い残業代請求事案がありました。零細
企業であり経営者と労働者は旧知の間柄
でした。あきらかに残業代金は払われて
いないと相手側も認めるが、終始支払う
お金が無いとの主張でした。相手側に代
理人はついていません。謝ればよいとす
る申立人と、絶対に悪くないとする経営
者。労組法違反を主軸に非を認めさせ、
確認できる残業代金を、長期の分割返済
で解決に導きました。本音では残業代金
はもっとあるのではないかと想像もでき
ました。

　②人間関係のこじれを労働審判に
有能と思われる女性契約社員が解雇され
た事案がありました。彼女は働き方に満
足しており、友人を数名同社に紹介し就
職もさせていました。有能がゆえに経営
者への注文も多く、それらがこじれて契
約更新がなされませんでした。申立人は
地位保全と残業代の未払いを訴えていま
したが、話を聞くうちに、彼女の本意は
経営者の態度や友人たちへの雇用の安
定を望んでいることに気づきました。結
局、金銭的問題を申立人は執着せず、労
働審判において経営者に警告を発するこ
とが希望されました。雇用契約をしっか
り文書で労働者に示すことを約束させ、
復職をせず、低額の解決金での調停とな
りました。

　③�運送会社の事務員が解雇された事案が
ありました。双方の主張は相いれず、解
決金の支払いで復職は望まないことにな
りました。しかし、経営者は解決金を社
内で支払い、それを会計上処理すること
を拒みました。負けたと評価されるのを
嫌ったのです。高齢の経営者は個人資産
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から支払うとし、申立人は会社からもら
いたいと主張しました。申立人が相談し
た旧同僚には解決内容を話すことを了承
し、相手側の支払いがどこから行われた
かは明記せずに、解決することとなりま
した。

　④�申立人が出席せず、その配偶者が出席す
る労働者の地位保全事案がありました。
提出された書類では申立人の日常は暴力
的であり、勤務態度も良好とは受け取れ
ませんでした。しかし本人が出席しませ
んので、答弁書のすべてを申立人側は否
定し、相手側は陳述書中心の議論でした。
申立人の地位や職場を限定し、復職とい
う結論となりました。相手側は勤務態度
の見極め期間を主張しましたが、そこに
は触れませんでした。労働審判が申立書
や答弁書だけでなく、書証のやり取り、
不明点の質問などを通じて、心証を形成
することが困難であることを痛感しまし
た。

・労働審判員連絡協議会発足の動き
　労働審判新制度が実施され10年余が過ぎ
ました。前述のように制度の運用の評価は高
く、継続されていますが、各地で開催される
労働審判員の研修会などでは孤立感などが
報告されていました。菅野和夫氏をはじめと
する学者や労使関係の弁護士と経団連、連合
が音頭をとり、労働審判員の現職・ＯＢ／Ｏ
Ｇからなる、全国の連絡協議会の発足の動き
がでてきました。労働審判制度が有効に機能
し、発展して継続させるためにも、意見収集
や審判員の能力向上が必要と考えたからで
す。経団連と連合を通じて連絡協議会を発足
させることとなり、井上順一さん（公財産業
雇用安定センター）と私で共同代表を務める
こととなりました。年に数回の情報誌とシン
ポジウムなど勉強会等通じて、発展のための
機能を蓄積させていくことを目指しました。
現役、ＯＢ／ＯＧの２割程度の300名の勧誘
を目指して協力を求め、450名を超える賛同
者があり、発足させることができました。２
年目の昨年末に大阪でシンポジウムを開催

し、当初の目的である東京に集中化させるの
ではなく、全国の水準をそろえる活動がスタ
ートできました。しかし、会計的には赤字が
見込まれ、先の学者や賛同いただけた支援委
員（弁護士事務所）からの賛助会費により運
営ができています。現在労使６人（労使各３
名）が理事会を形成し、事務局を経団連・連
合に担っていただき、全国労働基準関係団体
連合会に実務を委嘱して活動を進めていま
す。現役の全国の労働審判員に継続して参加
を求めていきます。

・今後の労働審判制度への要望

　・�次期審判員のなり手を途切れさせてはな
りません。

　労働審判員を選任する継続的な心配りも必
要です。任期が原則10年間で、さらに70歳を
超えないこととなっていますので、交代要員
を常に確保していかなければなりません。守
秘義務もあり労働審判員間での蓄積は審判員
の交代とともに初期化されます。同一の審判
員が独占をし、高齢化することは良くありま
せん。労働側で言えば、産業別組織の専従者
や中核を担った役員は、広範な課題に対する
認識は多くありますが、単組の役員経験だけ
では、知識に偏りがあります。各種研修会な
どを通じて、種々の法の理解と具体的な諸問
題に触れ、認識を醸成していくことが重要で
す。使用者側の審判員も同様ではありますが、
企業運営の中で総務・労務に携わった方々は
幅広い経験を持っておられるようです。

　・�女性審判員の不足も解消されていませ
ん。

　全国では現在756人の労働審判員のうち、
女性審判員は95名（使用者側39名、労働者側
56名）と12.6％です。さらに担当地裁のうち、
22地裁・支部（地裁支部を含め55裁判所中）
は女性審判員が一人もいません。ただし、前
年が女性84名（使用者側33名、労働者側51名）
に比べれば増加し、労使の努力は見られてい
ます。また一か所（地裁）では女性の審判員
数が男性数を上回っています。
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ています。具体的な事例を出すことは困難で
すが、代表的な事例を紹介することにより、
問題発生の抑止と、各問題でのリスクを顕在
化させることで、個別の課題が集大化されて
いくでしょう。特にハラスメントに対する申
し立てで、その解決金の水準など、労働審判
員からは明示しにくいモノも増加していま
す。
　外国人労働者の増加に伴い、労働問題の
発生の増加も予想されます。多国籍企業の問
題提起にも数件巡り合いました。今後さらに
増えることに対応できなければなりません。
先に述べたように，書証だけでなく、心証が
重要な解決手段ですので、言葉の問題や契約
書などの整備も重要となってくるでしょう。
　労働審判制度の運用から15年となります。
事前に準備された制度運用に改善を加え、変
化に対応した制度運用が継続されるよう関係
者のご協力を要請いたします。

　契約社員の雇止めや地位確認、ハラスメン
トなどに対処するためにも、その増員が望ま
れます。意識して養成していかなければ、労
働組合での女性役員も少数ですので、今後の
改善は進まないでしょう。

　・�地域での審判の偏りも問題です。申立件
数や、審判官の経験数、事務局体制など
東京や大阪に比べ、地方では総合力が
定着しません。ブロックをベースにした
経験交流など、専門的知識の蓄積への努
力が望まれます。

　・労働審判代理人の費用
　佐藤岩夫先生の調査でも、代理人費用が
問題と指摘されました。昨年の再調査の結果
が待たれます。請求や解決時の金額は案件ご
とではありますが、例えば未払残業代金の請
求が２年分とすると、解決金に占める弁護士
費用は高比率となっているのでしょう。労働
審判を進めるには代理人（弁護士）が関係す
る方が効率的です。それは調停を図る際に審
判委員会の説得だけでなく、その意を汲んだ
代理人の果たす役割が大きいからです。弁護
士だけでない申し立てなども指導していく必
要もあります。

　・�遅すぎる答弁書と使用者側による遅すぎ
る陳述書

　申し立てを受け、相手側が答弁書を準備し
ますが、中小企業の多くには、記録がなく、
勢い申立人の就業態度や陳述書による答弁が
増加します。労働に関する記録や、就業規則
にのっとった対応の徹底がカギとなりますの
で、使用者による種々の記録を整備すること
で、不当労働行為も減少しますし、労働審判
の際も、資料が整っていきます。

・�労働審判制度を発展させ維持することが
重要

　現在の評価は法曹界、労使にとっても評価
されるものとなっています。しかし、中小企
業を中心に、労働審判への信頼性が高まって
いるとは思えません。判例はあっても、専門
家以外にはなかなか馴染みの薄いものとなっ
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　連合総研のある九段は、季節によって多くの人で混雑す

る時季があります。

　それは春先です。

　春先の九段の人混みは、千鳥ヶ淵など東京随一とも言わ

れる桜の名所があるということもありますが、国内外の多

くの花見客に加えて春先の混雑の理由は他にもあり、日本

武道館で行われる大学の卒業式と入学式です。

　日本武道館は、ご存じの方も多いと思いますが、55年前

の東京オリンピックの柔道競技場として建設され、旧江戸

城北の丸にある武道場であり、また大規模な多目的ホール

です。

　春先は日本武道館で卒業式や入学式を行う大学が3月中

旬から4月中旬まで続き、地下鉄の駅から武道館に至る通

路・道路は、花見客と学生・父兄で大変な混雑となります。

　2019年に日本武道館で入学式を行った大学は9大学あ

り、4月2日に行われた東京電機大学（入学者数2018年度

　2,171名1）を皮切りに、翌日の法政大学（6,706名）以

降毎日、武道館で入学式が行われ、帝京大学（5,719名）、

専修大学（4,241名）、東洋大学（7,935名）、明治大学

（7,280名）、日本大学（不明）、東京理科大学（3,770名）

と続き、2019年度の最後の入学式は4月12日に行われた

東京大学（2019年度　3,125名）でした。ちょうど満開

の桜が新入生の新しい門出を祝福していました。

　日本武道館の収容人員はHP で14,471人と出ています

が、学生に加えて親御さんの出席を考えれば、このような

大規模ホールでも大学の入学式・卒業式の規模ともなると、

一度での式は難しいようで、午前の部、午後の部と2回に分

けて式を行う大学が多いようです。

　3月に行われた卒業式では、前記の9大学のうち東京大学

を除く8大学が日本武道館で卒業式を行っています2。卒業

生は大きな希望や夢を胸に抱き、社会人や大学院進学など

それぞれの人生の歩みを始めたことでしょう。

　閑話休題。連合総研も調査研究を進めるにあたって、多

くの大学・シンクタンクの学者・有識者の皆さまにご指導

を頂いています。

　連合総研で取り組んできた調査研究委員会の数は、この

10年間に限っても、所内プロジェクトを含めて合計で42

件ありますが、これらの研究委員会に参画頂いた学者・有

識者の方々は延べで170名超に及びます。

　左記の表はこの42の研究会に参画頂いた大学の先生方を

延べ人数で大学別に分析したものです。法政大学から参画

頂いた先生が最も多く、早稲田大学、東京大学と続き、本

当に多くの大学の先生方にご指導を頂いています。なお、

この表は延べ2名以上の大学をまとめたものですが、延べ

で1名という大学は書ききれませんがこの他に34大学あり、

北は北海道大学から南は下関市立大学まで広範にわたりま

す。

　連合総研としてはこうした大学の先生方とのネットワー

クを大切にしながら、これからも調査研究のご指導を頂き、

働く者、生活者の視点で社会に有益な情報を発信していき

たいものです。

1  �ここに記載の各大学の入学者数は東京大学を除き、毎

年5月1日付けの数字が各大学のHPに情報開示されて

おり小稿執筆時は昨年の入学者数です。

2  �私事ながら、今年の日本武道館での卒業式には筆者自

身も親として出席し混雑の要因の一つでした。

九段南と大学

九 段 南 だ よ り

九 段 南 だ よ り

連合総研　専務理事兼事務局長　新谷  信幸

過去10年間に連合総研の研究会に参画頂いた大学

（延べ2名以上の大学）

大学名 延べ人数
法政大学 15
早稲田大学 6
東京大学 6
上智大学 5
一橋大学 5
横浜国立大学 4
慶応義塾大学 4
跡見学園女子大学 4
学習院大学 3
埼玉大学 3
専修大学 3
大阪大学 3
日本大学 3
明治大学 3
立教大学 3
立正大学 3
広島大学 2
国際基督教大学 2
常盤大学 2
西南学院大学 2
千葉大学 2
中央大学 2
日本女子大学 2
武蔵大学 2
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実の課題がいかに大きく襲いかかって

いったかということが読み取れる。し

かし、私は、この論文の冒頭近くの「開

戦のときもそうだったが、終戦につい

ては、何の予告もなく、国家がある日

突然戦争をはじめ、ある日突然それを

やめる、といったきまぐれなものであ

った」という言葉に心が引っかかった。

　今回、ここで取り上げた書籍の表題

が、まさに「朝、目覚めると、戦争が

始まっていました」である。太平洋戦

争 が 始 ま っ た「1941年12月8日 」

に政治家や作家など著名な人々が、こ

の「突然戦争をはじめた日」に何を思

ったか、あるいは、どんな一日を過ご

したかをまとめたのがこの著作であ

る。全体を通じて感じられるのは、「昂

揚感」である。例えば、「維新以来我

ら祖先が抱いた無念の思いを、一挙に

晴らすべきときが来たのである」（亀

井勝一郎 作家34歳）、「必要ならば、

僕の命も捧げねばならぬ。一歩たりと

も、敵をわが国土に入れてはならぬ」

（坂口安吾 作家35歳）と記されてい

る。もちろん、一方で、戦争を止めら

れなかったことへの自省や、「昂揚感」

への嫌悪を表する者の声も掲載されて

いる。

　この本を読んであらためて認識した

ことは「昂揚感」に抗うことの難しさ

である。「時代が違う」、これだけ情報

伝達が為政者やマスメディアに限定さ

れない現代では、到底ありえないとい

えるかも知れない。しかし、一方で、

個々人がＳＮＳなどで発している情報

が「匿名性」を持つことにより「無責

任」で、かつ事実に基づかない「昂揚

感」が拡大されていく危険性もはらん

でいると考えるのは杞憂であろうか。

「昂揚感」は確かに快適な感覚だと思

う。だからこそ、引き返せない状況を

作りだす危険性があるのであろう。

　偶然にも、先の論文と合わせると、

５名の開戦時と敗戦時の思いを本人の

言葉で書かれたものを見ることができ

る。もちろんこれをもって、個々の方々

の考え、思いの変化を批評するつもり

はない。「日記」を書く目的はそれぞ

れであろう。正直な気持ちを書き留め

るもの、後世の人が読むだろうという

ことを想定して書いているもの、ある

いは自己弁護として「創作」したもの

もあるだろう。著名人、さらに作家で

あれば、後世に読まれることをおそら

く念頭において書いていると考える方

が自然とも思う。

　この本の特徴の一つは、それぞれの

言葉を記す「フォント」や「文字の大

きさ（等級）」が、文字だけでは表せ

ない発言者の「思い」をみごとに表現

しているところである。声高に叫びた

い気持ち、神経質にいらだつ気持ち、

淡々と状況を冷静に受け止めようとし

ている姿勢、それぞれを視覚的にも訴

えてくる。そこには、これらの言葉を

今の私たちに、これからも「ありうる

ことかもしれない」と、少なくとも近

い過去に起こった現実であるとして知

っておいて欲しいとの編者の思いが伝

わってくる。

合総研にいると「所内回覧」で、

各研究機関のレポートや大学

の紀要などに目を通すことができる。

残念ながら到底すべてを読破し、理解

する知識はないので、ざっと目次をみ

て、気になったものを読むのがせいぜ

いである。しかし、それでも、私の小

さな知的好奇心が刺激されるものであ

り、楽しみの一つにしている。

　先日も、ある大学の紀要が回覧され

てきた。そのなかに「日本人と玉音放

送」1という論文があった。「終戦記念

日」にあたる「玉音放送」が流れた

「1945年８月15日」その日、その

後の状況を当時の日本人がどのように

受け止めたのかを検証していた。そこ

には、隠していた厭戦感を吐き出し喜

びをあわらわすもの、まだ戦うべきだ

という気持ちを抑えられないものな

ど、著名人、復員した将兵、そして市

井で暮らす人々、それぞれの発言や行

動が記されていた。さらに、「玉音放送」

から時間が経過するうちに、人々は生

きていくために「これから何をしたら

よいのか」「何ができるか」という現

萩
原
　
文
隆
　
連
合
総
研
主
任
研
究
員

方丈社編集部 編
方丈社
定価1,200円（税別）

『朝、目覚めると、戦争が始まっていました』

後生から批評することは容易いが、
その時の「昴揚感」はどんなものであったか

連

最近の書棚から

1  �宮永孝「日本人と玉音放送」法政大学社会
学部学会「社会志林」第65巻第３号　
2018年12月

DIO 2019, 5 ―  24  ―



「議論テーマ」の領域分野（例示）
国　　　際 財　　　政 経　　　済 環　　　境
雇用・労働 社 会 保 障 社 会 構 造 政　　　治
成 長 戦 略 エネルギー 共 生 社 会 その他（喫緊の課題）
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松山　遙
日比谷パーク法律事務所

弁護士

報 告 「連合総研『日本の未来塾』
構想･フォーラム」を開催

　連合総研は、4月19日、「連合総研『日本の未来塾』
構想･フォーラム」を開催した。会場のゼンセン会
館には連合の構成組織やマスコミ関係者、および一
般の方など、113名が集まった。
　連合総研では、「2018年度事業」の一環として、
今後の労働運動を担うことが期待される中堅人材と
若手学者･研究者との議論を通じ、人的ネットワー
クの形成と「労働の場」からの「発信力」の向上を
目的として、「日本の未来塾」を2019年秋に設立す
ることを計画している。今回の「日本の未来塾」構
想･フォーラムはその設立に向けた立ち上げのイベ
ントとして開催。
　フォーラムでは、まず共同塾頭の連合総研古賀理
事長の挨拶の後、後藤本所長から「連合総研・日本
の未来塾」構想を説明。続いて、立正大学学長吉川
洋氏より「令和日本経済の課題」と題する基調講演
が行われた。
　またリレー報告として、高端正幸氏（埼玉大学経
済学部准教授）から「『分配の時代』のビジョン 
―財政社会学の視点から―」、前田佐恵子氏（日本

経済研究センター主任研究員）からは「収縮経済か
ら抜け出すカギとは―人材力投資転換の必要性」、
藤波美帆氏（千葉経済大学経済学部准教授）から「高
齢社会にともなう人事の多様化と組合への期待」を
それぞれテーマとして、講演が行われた。
　最後に、共同塾頭の神津連合会長が挨拶を行い、

「日本の未来塾」の役割への期待を述べ、盛会のう
ちにフォーラムを終了した。

基調講演を行う吉川洋立正大学学長

■ 連合総研「日本の未来塾」構想 ■

目　的：�分野を超えた若手学者 ･ 研究者との議論を通じて、人的ネットワークを形成し、人口減少、

超高齢社会、複雑化する国際問題などに直面している日本の今後の立ち位置の検討をする

場とする。「労働の場」からの「発信力」を向上させることで社会に刺激を与える活発な論

議の場とするとともに、ここから研究活動 ･ 内容を広く社会に発信をしていくことをめざす。

構　成：�連合および連合総研の代表者（神津会長、および古賀理事長）を「共同塾頭」とする。塾

生については、将来の労働運動を担う中堅人材と若手の研究者 20 名程度とする。

【お問い合わせ先】
公益財団法人　連合総合生活開発研究所（連合総研）　担当：萩原

東京都千代田区九段南２−３−14　靖国九段南ビル５F
電話 03-5210-0851　　FAX 03-5210-0852
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今月のデータ
個別労働紛争解決システム～当面は利用促進や連携を通じた役割分担が鍵

各機関における個別労働紛争の運用状況

　我が国の個別労働紛争解決システムは、図１のとおり、司法型シ

ステムと国・地方の行政型システムが併存しており、しかも各シス

テムがそれぞれ独自に機能している（各制度内部では相談とあっせ

んなど一定の連携がある）複線型のシステムとなっている。本号では、

司法型システムである「労働審判制度」を特集した。

　一方、行政型システムは、2001年に制定された個別労働関係紛争

解決促進法により創設・開始された、都道府県労働局における「個

別労働紛争解決制度」が大きな役割を果たしている。この制度は、①

総合労働相談コーナーにおける相談や情報提供、②都道府県労働局

長による助言・指導、③紛争調整委員会が当事者の合意による解決

を促進するあっせん、という３つの紛争解決支援サービスを無料で

提供するものである。また、同法により、地方公共団体も個別紛争

への対応を行うことが望ましいとされたため、現在、多くの労働委

員会において、個別紛争へのあっせん等の対応を行っている。

総合労働相談（行政型個別労働紛争解決システム）

　2017年度の「総合労働相談」件数は110万4,758件（前年度比

2.3％減）となっており、10年連続で100万件を超えている。「総合

労働相談」の内訳は、法制度の問い合わせ69万8,650件、労働基準

法等の違反の疑いがあるもの19万8,260件、「民事上の個別労働紛争」

相談件数25万3,005件となっている。

　「民事上の個別労働紛争」とは、労働条件その他労働関係に関する

事項についての個々の労働者と事業主との間の紛争をいい、労働基

準法等の違反に係るものを除くものである。「民事上の個別労働紛争」

に関する相談件数は、図２のとおり近年25 万件前後で推移している。

　「総合労働相談」の相談内容については、図３のとおり「いじめ・

嫌がらせ」が72,067件（同1.6％増）で６年連続トップとなっている。

「いじめ・嫌がらせ」については、助言・指導の申出では、2,249件（同

1.9％増）で５年連続トップ、あっせんの申請では、1,529件（同

6.9％減）で４年連続トップとなっている。

各機関における運用状況1

　行政型システムのうち「紛争調整委員会のあっせん」（＝労働局あ

っせん）の申請件数は5,000件程度に及んでいる。また、あっせん

期日は多くの場合1回のみで、事件の約90パーセントが2ヵ月以内で

終結しているなど、極めて簡易で迅速な手続であるため、比較的少

額の紛争につき弁護士に依頼せずに利用できるという特色があると

言われている。もっとも、証拠による事実認定に基づく判断は想定

されていないため、手続への参加や紛争解決は合意ベースにならざ

るを得ず、合意成立率は40 パーセント前後で推移している。そのた

め、相手方のあっせん手続への参加や合意の成立を促進することが

課題と言われている。「労働委員会あっせん」は、あっせん員が三者

構成（公益側＝学識経験者等、労働者側＝労働組合役員等、使用者側＝

会社経営者等）で一体となってあっせんを実施する制度となってい

る。現在44道府県で実施されているが、新規係属件数は2年連続で

300件未満となっている。

　司法型システムのうち「労働審判手続」は、平均審理期間は約2 

ヵ月半で、通常訴訟の約14ヵ月の2割弱の期間で終結する迅速な手

続であり、解決率は8割前後で推移しており、調停成立率も約7割に

及んでいる（17頁参照）。労働審判官の呼出しに応じない当事者には、

罰則が適用される。

今後の課題

　冒頭に記載したとおり、我が国の個別労働紛争処理システムは行

政型システムと司法型のシステムの複線型となっている。この点、本

誌の浜村論文では、総合労働相談コーナーや労政主管事務所等によ

る労働者からの丁寧な聴取りと正確な情報提供等による水先案内的

機能を整備し、労働者が自ら適切な選択をしていずれかのシステム

にアクセスできるような支援体制を整えることが課題であるとして

いる（8頁参照）。

図１　個別労働紛争解決システムの全体像

出所：�厚生労働省「透明かつ公正な労働紛争解決システム等の在り
方に関する検討会」第１回資料を加工
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注1） 山川隆一「労働紛争解決システムの展開と今後の課題」
　　 （『WORK＆LIFE　世界の労働　通巻45号』所収）を参考にした
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図２　民事上の個別労働紛争
（相談件数、助言・指導申出件数、あっせん申請件数）図２-２-１　民事上の個別労働紛争　相談件数、助言・指導申出件数、あっせん申請件数　2002年度～2017年度　年間

資料出所　厚生労働省「個別労働紛争解決制度施行状況」
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出所：JILPTウェブサイト「早わかり　グラフでみる長期労働統計」

図４　各機関における個別労働紛争処理制度の運用状況

（注１）�図表４の労働審判の数値は、最高裁から提供の資料をもとに、中労委事務局が独自で集計したもの。 労政主管部局等あっせんの数値は、6都府県
のHPから引用または聞き取りをもとに集計したもの（年度集計のみ）。労働局あっせんの数値は、厚生労働省記者発表資料をもとに集計したもの（年
度集計のみ）。

（注２）�図表４の①新規係属件数について、あっせんを行う労働委員会は、15年度以降44労委。東京都、兵庫県、福岡県では、労委はあっせんを行っていない。
都道府県の労政主管部局等あっせんは、平成25年度から28年度は6都県（埼玉県、東京都、神奈川県、大阪府、福岡県、大分県）、平成29年度は5都県（東
京都、神奈川県、大阪府、福岡県、大分県）でのあっせん件数の合計。

（注３）�図表４の②解決率については、中央労働委員会事務局において算定（労働委員会あっせん及び都道府県の労政主管部局等あっせんは、取下及び不
開始を除く終結件数に対する解決件数の比率。労働局あっせんは、取下を除く終結件数に対する合意成立件数の比率。労働審判は、終了、取下及
び却下等を除く既済件数に対する調停成立の件数の比率。

（注４）�図表４の③処理期間について、労働審判の審理期間は「申立日～終局日」で計算。労働審判の２ヵ月超65.7%のうち、２ヵ月超３ヵ月以内35.3%、３ヵ
月超６ヵ月以内29.5%、６ヵ月超１年以内0.8%。労働局のあっせん処理日数は「申請書受理日～終結日」で計算。労政主管部局等あっせん処理期
間は東京都のもののみについて「あっせん当事者からの連絡日～確認書の了解日」で計算。労働委員会のあっせん処理日数は「申請書受付日～終
結日」で計算。

出所：�中央労働委員会統計資料「各機関における個別労働紛争処理制度
の運用状況」をもとに作成、加工

図３　主な相談内容別の件数推移（10年間）
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出所：�厚生労働省「平成29年度個別労働紛争解決制度の施行状況」
を加工

図５　労働関係の民事第一審通常訴訟の平均処理期間

あっせんは２か月以内で、審判は６か月以内で解決されるケースが多く、迅速な解決が図られている。
一方で、和解については、６か月以上の期間を要するケースが多い。

８．制度利用期間の傾向
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（注）独立行政法人労働政策研究・研修機構「労働政策研究報告書No.174 労働局あっせん、労働審判及び裁判上の和解における雇用紛争事案の比較分析」（平成27年）をもとに作成

９．民事訴訟における労働事件の平均審理期間の推移

3. 個別労働関係紛争の解決システムにおける取扱件数・解決率等

平成初期に比して短縮されているが、その他の類型に比べて平均審理期間が長くなる傾向がある。
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　裏話となりますが、本特集の企画は、
連合総研がいつも大変お世話になって
いるK先生との会話がきっかけとなっ
ています。その内容は「労働審判制度
は労働関係システムの外延ということ
で労働側が求めて作った制度であり、
参審制度の拡大深化（通常裁判、上級
審への参審）を追求し続けて欲しい。
労働組合の社会的機能の一つとして、
労働審判制度をどう育てていくか意識
を喚起して欲しい」という、参審制の
追求に向けたものでした。
　労働審判制度は、何より迅速性に重
点を置いた制度設計がなされており、
迅速処理が、従来、裁判所にアクセス
することを断念していた紛争を拾い上

げたと評価されています。一方、迅速
な処理を旨とすることで排除しようと
する事案類型こそ、本来労使参審の必
要性の高い類型であるとも言われてい
ます（ドイツでは、定型的な事件が多
い下級審よりも、複雑な案件が多い上
級審において職業裁判官は現場の感覚
に助けられることが多く労使参審の評
価が高いそうです）。
　労使参審と迅速性、労働審判制度の
二大特徴をともに生かしつつ、どう定
着させていくのか。答えは容易には出
ませんが、労働審判制度の深化、ひい
ては個別労働紛争処理制度全体の発展
について、今後も課題として追い続け
たいと感じました。 （ムレスナティー）
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【3月の主な行事】

	 3 月 6 日	 勤労者短観アドバイザー会議

	 11 日	 企画会議・研究部門会議	

	 14 日	 キャリア形成への労働者及び職場組織の関与のあり方に関する調査

		  研究委員会 : 第４回アンケート調査 WG

（主査 : 佐藤　厚　法政大学キャリアデザイン学部教授）

		  所内勉強会

	 18 日	 コーポレート・ガバナンスと労働組合の役割に関する調査研究委員会

		  （主査 : 呉　学殊　労働政策研究・研修機構（JILPT）副統括研究員）

	 19 日	 所内会議・研究部門会議

	 29 日	 第 8 回キャリア形成への労働者及び職場組織の関与のあり方に関する

		  調査研究委員会（主査 : 佐藤　厚　法政大学キャリアデザイン学部教授）	

		  ＪＣＭとの意見交換


